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石川県国民保護総合訓練の実施について

１ 目 的
国民保護法及び石川県国民保護計画に基づき、県、市町、関係機関等による訓練を実施し、県対策

本部の設置運営や関係機関との連絡体制等を検証するとともに、関係機関相互の連携強化及び国民保
護措置に対する県民の理解の促進を図る。

２ 実施日時
平成18年10月29日（日） 8:15～11:30

３ 実施場所
石川県庁
金沢港石油基地（金沢港北地区特別防災区域・東西オイルターミナル株式会社金沢油槽所周辺）
金沢港無量寺ふ頭、金沢港港内 等

４ 主催・後援
主催 石川県
後援 消防庁

５ 参加協力機関及び参加人員
機関 ６１７名５４
参 加 協 力 機 関 人 員 参 加 協 力 機 関 人 員

(１)国関係 金沢港北地区特別防災区域協議会 70
中部管区警察局石川県情報通信部 7 石川県漁業協同組合連合会 1

1 ㈱金沢港運 5中部近畿産業保安監督部
1 ㈱金沢ポートサービス 1北陸地方整備局金沢港湾･空港事務所
1 石川県・土地住宅公社 1北陸地方整備局金沢河川国道事務所

金沢海上保安部 58 (４)隣接県第九管区海上保安本部
第九管区海上保安本部新潟航空基地 6 富山県 1
自衛隊石川地方協力本部 4 福井県 1
陸上自衛隊第14普通科連隊 23 岐阜県 1
海上自衛隊舞鶴地方総監部 1 (５)消防関係
航空自衛隊第６航空団 6 金沢市消防局 64
航空自衛隊小松救難隊 7 金沢市第三消防団 12
石川労働局 1 内灘町消防本部 7
(２)警察関係 津幡町消防本部 5
石川県警察本部 65 白山石川広域消防本部 3
金沢西警察署 20 (財)石川県消防協会 10
(３)指定（地方）公共機関等 石川県消防長会 32
日本赤十字社石川県支部 1 (６)地方公共団体
西日本電信電話株式会社金沢支店 1 金沢市以下県内１９市町 30
北陸電力株式会社石川支店 1 石川県 152
(社)石川県バス協会 2
石川県町会区長会連合会 15 計 ５４ 機関 617人

６ 事態（訓練）想定
全国数か所で同時爆破テロが発生し、本県においては国民保護計画に基づく「警戒配備体制」を執

っている中、１０月△△日（平日）午前８時１５分、金沢港石油基地（金沢港北地区特別防災区域）
内の東西オイルターミナル株式会社金沢油槽所内にて、突然、爆発が発生した。
同油槽所内では、灯油タンクに亀裂が発生し炎上するとともに、破損した配管部分から油が漏洩し

ており引火する危険が生じた。
また、その後、沖合で不審な船舶が発見されるとともに、金沢港無量寺ふ頭で爆発物と化学剤が発

見された。

７ 訓練種目等
別添 及び「訓練種目」http://www.pref.ishikawa.jp/bousai/hogo/kunren-shinkou-h18.pdf

のとおり「会場図」 http://www.pref.ishikawa.jp/bousai/hogo/kunren-kaijyo-h18.pdf
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